












収益的収支と資本的収支の関係（平成29年度決算）

●収益的収支 ●資本的収支

※この部分を、いわゆる内部留保資金残高と呼んでいる。

※資本的収支の不足額については、資本的収入から、前年度同意債や繰越事業の財
源となったものを除くことで、純粋な不足額を示しています
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●収益的収支で生じた当年度純利益や現金支出がない減価償却費や固定資産除却費等は、企業内部に留保される資金となる。（このうち、減価償却費などの現

金支出がなく企業内に留保される資金を「損益勘定留保資金」といい、投資した資産の将来の更新需要のために企業内部に留保される資金である。）

●一方で、資本的収支では、通常財源不足が生じるため、企業内に留保された損益勘定留保資金等で補てんし、それでもなお不足が生じる場合、過去の利益に

より積み立てられた利益剰余金を取崩し、財源不足を補てんしている仕組みとなっている。
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　使用料単価・処理原価の推移

（単位：円）
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

→法適用

133.17 131.65 132.65 133.29 113.65 125.44 124.78 125.89
150.97 150.00 150.00 150.00 150.00 150.00 150.01 150.00
266.53 269.25 263.32 248.73 217.10 202.70 193.37 193.35
△17.80 △18.35 △17.35 △16.71 △ 36.35 △24.56 △25.23 △24.11 
4,544,062 4,538,061 4,581,221 4,684,931 4,652,124 4,694,073 4,730,870 4,844,012

88.21 87.77 88.43 88.86 75.77 83.63 83.18 83.93

使用料単価・・・有収水量1 あたりの料金収入　【使用料単価＝下水道使用料÷有収水量】

処理原価・・・有収水量1 あたりに要する費用　【処理原価＝汚水処理費÷有収水量】

処理原価（分流式控除前）・・・分流式下水道に要する経費として一般会計が負担する費用を控除する前の、有収水量1 あたりに要する汚水処理費

経費回収率・・・汚水処理費に対する使用料による回収程度　【経費回収率＝下水使用料÷汚水処理費×１００】

※平成26年度以前は法非適用事業のため、税込の数値を用いて単価を算出しており、単価の減少は、出納整理期間の無い打ち切り決算の影響です。
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繰入金の推移

（単位：千円）
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

→法適用

繰入金 835,440 849,167 811,590 767,115 734,081 656,604 553,188 526,134

※元金償還額の減少に合わせて、繰入金総額は減少傾向にあります。
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  企業債残高の推移

（単位：千円）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

企業債残高 9,067,692 8,626,451 8,066,358 7,581,712 7,379,550 7,129,653 7,202,565 7,309,241

企業債残高は、年々減少してきましたが、平成28年度から増加に転じ、平成29年度は前年度より1億667万円の増加となりました。
また、平成37年度の概成に向けて建設事業を進めているため、平成30年度以降も増加していくことが見込まれます。
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